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Ⅰ． 課題設定型産業技術開発費助成事業の概要 

Ⅱ． 交付申請に関する事務手続 

ⅢⅢ．．  事事業業内内容容のの変変更更にに関関すするる事事務務手手続続  

１． 事業内容の変更  Ｐ．３４ 

２． 計画変更承認申請書による場合  Ｐ．３５ 

３． 計画変更届出書による場合  Ｐ．３５ 

４． 複数年度交付における限度額変更手続  Ｐ．３６ 

５． 代表者等（代表者、住所、法人名称）の変更  Ｐ．３７ 

６． 法人再編に伴う助成事業の承継手続  Ｐ．３７ 

７． 企業化計画の変更  Ｐ．３９ 

Ⅳ． 経理処理について 

Ⅴ． 機械装置等費 

Ⅵ． 労務費 

Ⅶ． その他経費 

Ⅷ． 委託費・共同研究費 

Ⅸ． 検査 

Ⅹ． 助成金の支払 

ⅩⅠ． 研究成果の発信 

ⅩⅡ． プロジェクトマネジメントシステムの概要とユーザー登録 

ⅩⅢ． 助成事業終了後の手続等 

ⅩⅣ． 交付規程 

ⅩⅤ． 様式 

4. 売上見通し

(1)売上見通し（単位：百万円）

販販売売開開始始後後55年年経経過過ままででのの売売上上とと収収益益のの見見通通ししをを記記述述ししててくくだだささいい。。ままたた、、販販売売単単価価、、販販売売数数、、

原原価価ななどど、、売売上上とと収収益益のの算算出出根根拠拠をを記記述述ししててくくだだささいい。。

    販販売売単単価価      販販売売数数      売売上上    製製品品原原価価  収収益益  

例例：：11年年目目（（  年年度度））  ○○○○万万円円    ○○○○○○個個 ○○○○○○百百万万円円 ○○○○○○百百万万円円 ○○○○百百万万円円 

  22年年目目（（  年年度度））    ○○○○万万円円  ○○○○○○個個 ○○○○○○百百万万円円 ○○○○○○百百万万円円 ○○○○百百万万円円 

    ～～～～ 

    55年年目目（（  年年度度））    ○○○○万万円円    ○○○○○○個個 ○○○○○○百百万万円円 ○○○○○○百百万万円円 ○○○○百百万万円円 

(2)売上見通し設定の考え方（算出の基本となる製品、サービス等の予定価格等を具体的に記

述すること。）

どどののよよううなな仕仕組組みみでで収収益益をを得得るるののかか、、投投資資額額ななどど収収益益のの算算出出根根拠拠をを含含めめ、、収収益益計計画画をを記記述述ししてて

くくだだささいい。。
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２２．．  計計画画変変更更承承認認申申請請書書にによよるる場場合合  

助成事業の金額または期間の変更がある場合、または交付申請書に記載された事業内容等に「主

要な変更」がある場合は、「計画変更承認申請書」（様式第７）を提出し、ＮＥＤＯの承認を受けてくださ

い。  

＜事務手続フロー＞  

３３．．  計計画画変変更更届届出出書書にによよるる場場合合  

事業内容について、助成事業の実施に支障を及ぼさない「軽微な変更」がある場合は、「計画変更

届出書」（様式第８）を提出してください。届出を助成先から受理した日をもって、変更されたものとみな

します。 

＜事務手続フロー＞  

計画変更届出書の提出は、当該月分を以下の期限までにまとめて提出できるものとします。 

① 通常月（以下②、③以外の月）分 翌月第５営業日 

② 助成事業の終了月分 助成事業期間の終了日 

③ ３月分 ３月３１日 

助 成 先 ＮＥＤＯ

審  査 

交付決定（変更） 

または変更承認 

計画変更承認申請書提出 受  理 

受 理 

助 成 先 ＮＥＤＯ

（メール等で通知）

計画変更届出書提出 受  理 

受 理 
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１１．．  事事業業内内容容のの変変更更

助成事業の内容に変更がある場合には、事前にプロジェクト担当者までご相談ください。変更に係

る手続は、「計画変更承認申請書」（様式第７）、「計画変更届出書」（様式第８）による場合の２種類が

あります。変更内容によって、以下の手続が必要になります。 

手続の種類 変更内容（例） 

計画変

更承認

申請書

による

場合 

交付決定

（変更） 

助成事業の金額または期間の変更がある場合（申請書の記名者は代表者） 

① 助成対象費用および助成金の額（最終会計年度の限度額を減じる時を除く）
を変更する時

② 助成事業の期間を変更する時

変更承認 助成事業の「主要な変更」がある場合 

① 研究開発の主要な目標、内容または方法を変更する時（企業化計画書を著
しく変更する時を含む）

② 複数年度交付における限度額を変更する時（前倒し、後倒し）

③ 研究体制スキームを変更する時（委託先等を追加または変更する時を含む）

④ 助成対象費用および助成金の額（最終会計年度の限度額を減じる時に限
る）を変更する時

計画変更届出書に 

よる場合 

実施計画等に「軽微な変更」がある場合 

① 費目Ⅰ～Ⅲの経費を新規に追加する時

② 助成対象費用の費目Ⅰ～Ⅲの年度限度額合計の２０％を超えて、費目間の
経費の配分を変更する時

③ 助成金の総額は変更せず、委託先・共同研究先の契約金額を変更する時

④ 主任研究者、研究員または経理責任者を変更する時（減員は除く）
※ 主任研究者を変更する時は、研究経歴書（C.V．）を提出していただくこ

とがあります。
⑤ 登録研究員（委託先等を含む）の労務費の計上方法（研究員の区分）を変更

する時
⑥ エフォート専従者のエフォートを変更する時

→ 「エフォート証明書」（Ｐ．９２）を添付してください。

⑦ 委員会の委員長の変更または委員会委員の増員、交替を行う時

変更申請・変更届の提出に際しては、予めプロジェクト担当部にご連絡ください。 

なお、「変更内容（例）」に該当しない変更についても、プロジェクト担当部へご相談ください。例えば、

以下の場合は、別途手続きが必要となります。 

ア．助成先の代表者等（代表者、住所、法人名称）に変更が生じた場合は、「代表者等の変更通知書

（Ｐ．４０）」の提出。（詳細は「５．代表者等（代表者、住所、法人名称）の変更」）

イ．法人間の合併・買収および統廃合、分社化等の会社再編により、助成事業に係る権利義務の承

継または移転が発生する場合は、「事業承継承認申請書（様式第９）」の提出。（詳細は「６．法人

再編に伴う助成事業の承継手続」） 

ウ．主任研究員、登録研究員、経理責任者の所属、役職、姓名の変更が生じた場合、登録研究員の

減員、あるいは助成先における研究体制に記載されている契約・検査・支払担当窓口およびプロ

ジェクト担当窓口の住所、電話番号等の変更が生じた場合は、プロジェクト担当部にメール等でご

連絡いただくとともに、次回の「変更実施計画書」作成の際に変更内容を反映してください。作成

の機会がなければ作成不要です。 
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２２．．  計計画画変変更更承承認認申申請請書書にによよるる場場合合  

助成事業の金額または期間の変更がある場合、または交付申請書に記載された事業内容等に「主

要な変更」がある場合は、「計画変更承認申請書」（様式第７）を提出し、ＮＥＤＯの承認を受けてくださ

い。  

＜事務手続フロー＞  

３３．．  計計画画変変更更届届出出書書にによよるる場場合合  

事業内容について、助成事業の実施に支障を及ぼさない「軽微な変更」がある場合は、「計画変更

届出書」（様式第８）を提出してください。届出を助成先から受理した日をもって、変更されたものとみな

します。 

＜事務手続フロー＞  

計画変更届出書の提出は、当該月分を以下の期限までにまとめて提出できるものとします。 

① 通常月（以下②、③以外の月）分 翌月第５営業日 

② 助成事業の終了月分 助成事業期間の終了日 

③ ３月分 ３月３１日 

助 成 先 ＮＥＤＯ

審  査 

交付決定（変更） 

または変更承認 

計画変更承認申請書提出 受  理 

受 理 

助 成 先 ＮＥＤＯ

（メール等で通知）

計画変更届出書提出 受  理 

受 理 
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１１．．  事事業業内内容容のの変変更更

助成事業の内容に変更がある場合には、事前にプロジェクト担当者までご相談ください。変更に係

る手続は、「計画変更承認申請書」（様式第７）、「計画変更届出書」（様式第８）による場合の２種類が

あります。変更内容によって、以下の手続が必要になります。 

手続の種類 変更内容（例） 

計画変

更承認

申請書

による

場合 

交付決定

（変更） 

助成事業の金額または期間の変更がある場合（申請書の記名者は代表者） 

① 助成対象費用および助成金の額（最終会計年度の限度額を減じる時を除く）
を変更する時

② 助成事業の期間を変更する時

変更承認 助成事業の「主要な変更」がある場合 

① 研究開発の主要な目標、内容または方法を変更する時（企業化計画書を著
しく変更する時を含む）

② 複数年度交付における限度額を変更する時（前倒し、後倒し）

③ 研究体制スキームを変更する時（委託先等を追加または変更する時を含む）

④ 助成対象費用および助成金の額（最終会計年度の限度額を減じる時に限
る）を変更する時

計画変更届出書に 

よる場合 

実施計画等に「軽微な変更」がある場合 

① 費目Ⅰ～Ⅲの経費を新規に追加する時

② 助成対象費用の費目Ⅰ～Ⅲの年度限度額合計の２０％を超えて、費目間の
経費の配分を変更する時

③ 助成金の総額は変更せず、委託先・共同研究先の契約金額を変更する時

④ 主任研究者、研究員または経理責任者を変更する時（減員は除く）
※ 主任研究者を変更する時は、研究経歴書（C.V．）を提出していただくこ

とがあります。
⑤ 登録研究員（委託先等を含む）の労務費の計上方法（研究員の区分）を変更

する時
⑥ エフォート専従者のエフォートを変更する時

→ 「エフォート証明書」（Ｐ．９２）を添付してください。

⑦ 委員会の委員長の変更または委員会委員の増員、交替を行う時

変更申請・変更届の提出に際しては、予めプロジェクト担当部にご連絡ください。 

なお、「変更内容（例）」に該当しない変更についても、プロジェクト担当部へご相談ください。例えば、

以下の場合は、別途手続きが必要となります。 

ア．助成先の代表者等（代表者、住所、法人名称）に変更が生じた場合は、「代表者等の変更通知書

（Ｐ．４０）」の提出。（詳細は「５．代表者等（代表者、住所、法人名称）の変更」）

イ．法人間の合併・買収および統廃合、分社化等の会社再編により、助成事業に係る権利義務の承

継または移転が発生する場合は、「事業承継承認申請書（様式第９）」の提出。（詳細は「６．法人

再編に伴う助成事業の承継手続」） 

ウ．主任研究員、登録研究員、経理責任者の所属、役職、姓名の変更が生じた場合、登録研究員の

減員、あるいは助成先における研究体制に記載されている契約・検査・支払担当窓口およびプロ

ジェクト担当窓口の住所、電話番号等の変更が生じた場合は、プロジェクト担当部にメール等でご

連絡いただくとともに、次回の「変更実施計画書」作成の際に変更内容を反映してください。作成

の機会がなければ作成不要です。 
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５５．．代代表表者者等等（（代代表表者者、、住住所所、、法法人人名名称称））のの変変更更  

助成先において、交付申請書に記載されている代表者等（代表者、住所、法人名称）に変更があっ

た場合は、「代表者等の変更通知書」を、プロジェクト担当部へ提出してください。 

複数のＮＥＤＯ事業（委託契約、補助・助成事業）を実施している場合は、個別事業毎にそれぞれの

プロジェクト担当部へ提出してください。 

なお、全てのＮＥＤＯ事業について事業番号（委託事業の場合は契約管理番号）を取り纏め、法人

全体で一括してＮＥＤＯリスク管理統括部宛に送付いただくことも可能です。 

６６．．  法法人人再再編編にに伴伴うう助助成成事事業業のの承承継継手手続続（交付規程 第１２条）

助成先および委託先等に、法人間の合併・買収および統廃合、分社化等の会社再編により、助成

事業に係る権利義務の承継または移転が発生する場合は、以下の手続が必要になります。 

助成期間中はもとより、事業が終了している事業であっても、同様の手続が必要です。 

また、ＮＥＤＯの承認を得て助成事業を承継する場合は、新たな承継事業者が「助成先」としてその

地位を引き継ぐため、処分制限財産を新たな承継事業者に譲渡しても、交付規程第１６条に規定する

財産処分には該当しません。したがって、旧助成先から「財産処分の申請」および「処分により得られ

た収入金報告書」の提出は不要です。 

（１）助成先が他社の業務を吸収合併又は吸収分割により承継※する場合

＜例：助成先が他社を吸収合併する場合＞ 

この場合、承継手続は不要ですが、交付申請書に記載されている代表者等（代表者、住所、法

人名称）の変更がある場合は、「代表者等の変更通知書」により、届出を行ってください。 

Ｘ社 

（旧Ｘ社） 

（旧Ｙ社） 
Ｙ社 

Ｘ
社（合併） 

（Ｘ社が存続会社） 

● 助成事業
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４４．．  複複数数年年度度交交付付ににおおけけるる限限度度額額変変更更手手続続  

複数年度交付では各年度に限度額を設けていますが、研究の進捗等、必要に応じて限度額を変

更できます。 

（１）事業の進展等による前倒し実施、事業の遅延等による後倒し実施の場合

「前倒し」とは、事業計画の内容、助成金の額は変更せず、スケジュールを前倒しで実施するため

に、当該年度の限度額を増額することをいいます。総額は変わらないため、翌年度の限度額は減額

になります。 

＜前倒しの例＞                                     （単位：百万円） 

限度額 
総額 

Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

当初交付決定 １００ １２０ １５０ ３７０ 

変更後 
１２０ 

（+２０） 

１００ 

（▲２０）
１５０ ３７０ 

「後倒し」とは、事業計画の内容、助成金の額は変更せず、納品の遅れに伴うスケジュールの遅

延等により生じた当該年度の限度額残を翌年度に繰延することをいいます。 

＜後倒しの例＞                                     （単位：百万円） 

限度額 
総額 

Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

当初交付決定 １００ １２０ １５０ ３７０ 

変更後 
９０ 

(▲１０)

１３０ 

（＋１０） 
１５０ ３７０ 

① 「前倒し」、「後倒し」を希望する場合は、早期にプロジェクト担当部に相談の上、「計画変更承認申

請書」（様式第７）を提出してください。なお、申請書に記載する変更理由をふまえて承認します。

また、限度額が増額されるのは、ＮＥＤＯの承認日以降です。

② 当該年度の「限度額」を当該年度の「実績額」として確定していくため、必ず年度末までの執行見

込額を精査した上で、限度額変更（後倒し）が必要な場合は「計画変更承認申請書」（様式第７）を

提出してください。なお、限度額を変更する時は、実施計画書の積算を再作成してください。

（２）増額変更について

増額変更とは、助成金の額を増額することをいいます。通常、前項の「後倒し」に引き続いて行い

ます。 

＜後倒し後の増額変更の例＞ （単位：百万円） 

限度額 
総額 

Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

後倒し後の金額 ９０ １３０ １５０ ３７０ 

変更後 ９０ 
１６０ 

（＋３０） 
１５０ 

４００ 

(＋３０) 

増額変更を希望する場合は、早期にプロジェクト担当部に相談の上、「計画変更承認申請書」

（様式第７）を提出してください。限度額が増額されるのはＮＥＤＯの承認日以降です。 
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５５．．代代表表者者等等（（代代表表者者、、住住所所、、法法人人名名称称））のの変変更更  

助成先において、交付申請書に記載されている代表者等（代表者、住所、法人名称）に変更があっ

た場合は、「代表者等の変更通知書」を、プロジェクト担当部へ提出してください。 

複数のＮＥＤＯ事業（委託契約、補助・助成事業）を実施している場合は、個別事業毎にそれぞれの

プロジェクト担当部へ提出してください。 

なお、全てのＮＥＤＯ事業について事業番号（委託事業の場合は契約管理番号）を取り纏め、法人

全体で一括してＮＥＤＯリスク管理統括部宛に送付いただくことも可能です。 

６６．．  法法人人再再編編にに伴伴うう助助成成事事業業のの承承継継手手続続（交付規程 第１２条）

助成先および委託先等に、法人間の合併・買収および統廃合、分社化等の会社再編により、助成

事業に係る権利義務の承継または移転が発生する場合は、以下の手続が必要になります。 

助成期間中はもとより、事業が終了している事業であっても、同様の手続が必要です。 

また、ＮＥＤＯの承認を得て助成事業を承継する場合は、新たな承継事業者が「助成先」としてその

地位を引き継ぐため、処分制限財産を新たな承継事業者に譲渡しても、交付規程第１６条に規定する

財産処分には該当しません。したがって、旧助成先から「財産処分の申請」および「処分により得られ

た収入金報告書」の提出は不要です。 

（１）助成先が他社の業務を吸収合併又は吸収分割により承継※する場合

＜例：助成先が他社を吸収合併する場合＞ 

この場合、承継手続は不要ですが、交付申請書に記載されている代表者等（代表者、住所、法

人名称）の変更がある場合は、「代表者等の変更通知書」により、届出を行ってください。 

Ｘ社 

（旧Ｘ社） 

（旧Ｙ社） 
Ｙ社 

Ｘ
社（合併） 

（Ｘ社が存続会社） 

● 助成事業
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４４．．  複複数数年年度度交交付付ににおおけけるる限限度度額額変変更更手手続続  

複数年度交付では各年度に限度額を設けていますが、研究の進捗等、必要に応じて限度額を変

更できます。 

（１）事業の進展等による前倒し実施、事業の遅延等による後倒し実施の場合

「前倒し」とは、事業計画の内容、助成金の額は変更せず、スケジュールを前倒しで実施するため

に、当該年度の限度額を増額することをいいます。総額は変わらないため、翌年度の限度額は減額

になります。 

＜前倒しの例＞                                     （単位：百万円） 

限度額 
総額 

Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

当初交付決定 １００ １２０ １５０ ３７０ 

変更後 
１２０ 

（+２０） 

１００ 

（▲２０）
１５０ ３７０ 

「後倒し」とは、事業計画の内容、助成金の額は変更せず、納品の遅れに伴うスケジュールの遅

延等により生じた当該年度の限度額残を翌年度に繰延することをいいます。 

＜後倒しの例＞                                     （単位：百万円） 

限度額 
総額 

Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

当初交付決定 １００ １２０ １５０ ３７０ 

変更後 
９０ 

(▲１０)

１３０ 

（＋１０） 
１５０ ３７０ 

① 「前倒し」、「後倒し」を希望する場合は、早期にプロジェクト担当部に相談の上、「計画変更承認申

請書」（様式第７）を提出してください。なお、申請書に記載する変更理由をふまえて承認します。

また、限度額が増額されるのは、ＮＥＤＯの承認日以降です。

② 当該年度の「限度額」を当該年度の「実績額」として確定していくため、必ず年度末までの執行見

込額を精査した上で、限度額変更（後倒し）が必要な場合は「計画変更承認申請書」（様式第７）を

提出してください。なお、限度額を変更する時は、実施計画書の積算を再作成してください。

（２）増額変更について

増額変更とは、助成金の額を増額することをいいます。通常、前項の「後倒し」に引き続いて行い

ます。 

＜後倒し後の増額変更の例＞ （単位：百万円） 

限度額 
総額 

Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

後倒し後の金額 ９０ １３０ １５０ ３７０ 

変更後 ９０ 
１６０ 

（＋３０） 
１５０ 

４００ 

(＋３０) 

増額変更を希望する場合は、早期にプロジェクト担当部に相談の上、「計画変更承認申請書」

（様式第７）を提出してください。限度額が増額されるのはＮＥＤＯの承認日以降です。 
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（３）新設合併又は新設分割により、助成先の業務を他社が承継する場合

＜例１：助成先と他社が合同して、新会社を設立（新設合併）する例＞ 

以下の手続が必要になります。

① 会社再編の実施前に、助成先Ｘ社が「承継承認申請書」（様式第９－２）を提出し、ＮＥＤＯの承認

を得てください。その際、「新設会社の概要や変更前後の組織図等、分社化・事業譲渡等の内容

が分かるもの」を添付してください。承認後に助成先Ｘ社は、承継会社Ｚ社に新会社設立後すみ

やかに、「承継承認申請書」（様式第９－１）を提出させてください。

② 新会社Ｚ社は新会社設立後に、「会社登記簿（写）」を添えて「承継承認申請書」（様式第９－１）を

提出し、ＮＥＤＯの承認を得てください。

③ 振込指定口座の登録が必要な場合は、新会社Ｚ社が権利義務の承継日付以降に、「振込指定口

座番号登録申請書」（様式１１－２）を提出してください。

④ 研究体制スキームに変更がある場合は、新会社Ｚ社が権利義務の承継日付で、計画変更申請を

行ってください。

７７．．企企業業化化計計画画のの変変更更（交付規程 第２3 条）  

助成先において、経営環境または経営体制に著しい変化が予定され、交付申請書の添付資料２の

「企業化計画」を変更する場合は、「計画変更承認申請書」（様式第７）を提出し、ＮＥＤＯの承認を受

けてください。また、申請に際しては、当該助成事業の研究成果が、国内生産・雇用、輸出、内外ライ

センス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等を通じて、我が国の経済活性化の実現

にどのように資するかという観点を踏まえて記載していただきます。なお、必要に応じて、ＮＥＤＯプロ

ジェクト担当部から改善を求める場合があります。

また、企業間の合併・買収および統廃合、分社化等の会社再編を伴う場合は、別途、「６．法人再編

に伴う助成業務の承継手続」が必要となります。 

（Ｚ社を

新設） （解散） 

● 助成事業
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（２）吸収合併又は吸収分割により助成先の業務を他社が承継する場合、または助成先が他社に助成事

業を含む一部の業務を事業譲渡※する場合

＜例１：助成先が他社に吸収合併される場合＞ 

＜例２：助成先が助成事業を実施している部門を他社に事業譲渡する場合＞

※ 事業譲渡の場合、合併及び会社分割とは異なり、会社法に規定する手続によって権利・義務が引き継がれま

せんので、当事者間で個別の権利・義務を移転する旨の契約を締結する必要があります。

この場合、以下の手続が必要になります。 

① 事業譲渡の実施前に、事業を承継しようとするＹ社が「承継承認申請書」（様式第９－１）を提出し、

ＮＥＤＯの承認を得てください。その際、「会社登記簿、事業譲渡契約書等の写や変更前後の組

織図等、事業譲渡の内容が分かるもの」の添付をお願いします。

② 振込指定口座の登録が必要な場合は、承継会社Ｙ社が権利義務の承継日付以降に、「振込指定

口座番号登録申請書」（様式１１－２）を提出してください。

③ 研究体制スキームに変更がある場合は、承継会社Ｙ社が権利義務の承継日付で、計画変更申

請を行ってください。

（Ｙ社に 

事業譲渡) 

部門Ｐ 

部門Ｑ 

Ｘ社 

部門Ｐ 

Ｘ社 

部門Ｑ 

Ｙ社 

Ｘ社 

（旧Ｘ社） 

（旧Ｙ社） 
Ｙ社 

新Ｙ社 

（合併） 

（Ｙ社が存続会社） 

● 助成事業

● 助成事業
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（３）新設合併又は新設分割により、助成先の業務を他社が承継する場合

＜例１：助成先と他社が合同して、新会社を設立（新設合併）する例＞ 

以下の手続が必要になります。

① 会社再編の実施前に、助成先Ｘ社が「承継承認申請書」（様式第９－２）を提出し、ＮＥＤＯの承認

を得てください。その際、「新設会社の概要や変更前後の組織図等、分社化・事業譲渡等の内容

が分かるもの」を添付してください。承認後に助成先Ｘ社は、承継会社Ｚ社に新会社設立後すみ

やかに、「承継承認申請書」（様式第９－１）を提出させてください。

② 新会社Ｚ社は新会社設立後に、「会社登記簿（写）」を添えて「承継承認申請書」（様式第９－１）を

提出し、ＮＥＤＯの承認を得てください。

③ 振込指定口座の登録が必要な場合は、新会社Ｚ社が権利義務の承継日付以降に、「振込指定口

座番号登録申請書」（様式１１－２）を提出してください。

④ 研究体制スキームに変更がある場合は、新会社Ｚ社が権利義務の承継日付で、計画変更申請を

行ってください。

７７．．企企業業化化計計画画のの変変更更（交付規程 第２3 条）  

助成先において、経営環境または経営体制に著しい変化が予定され、交付申請書の添付資料２の

「企業化計画」を変更する場合は、「計画変更承認申請書」（様式第７）を提出し、ＮＥＤＯの承認を受

けてください。また、申請に際しては、当該助成事業の研究成果が、国内生産・雇用、輸出、内外ライ

センス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等を通じて、我が国の経済活性化の実現

にどのように資するかという観点を踏まえて記載していただきます。なお、必要に応じて、ＮＥＤＯプロ

ジェクト担当部から改善を求める場合があります。

また、企業間の合併・買収および統廃合、分社化等の会社再編を伴う場合は、別途、「６．法人再編

に伴う助成業務の承継手続」が必要となります。 

（Ｚ社を

新設） （解散） 

● 助成事業
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（２）吸収合併又は吸収分割により助成先の業務を他社が承継する場合、または助成先が他社に助成事

業を含む一部の業務を事業譲渡※する場合

＜例１：助成先が他社に吸収合併される場合＞ 

＜例２：助成先が助成事業を実施している部門を他社に事業譲渡する場合＞

※ 事業譲渡の場合、合併及び会社分割とは異なり、会社法に規定する手続によって権利・義務が引き継がれま

せんので、当事者間で個別の権利・義務を移転する旨の契約を締結する必要があります。

この場合、以下の手続が必要になります。 

① 事業譲渡の実施前に、事業を承継しようとするＹ社が「承継承認申請書」（様式第９－１）を提出し、

ＮＥＤＯの承認を得てください。その際、「会社登記簿、事業譲渡契約書等の写や変更前後の組

織図等、事業譲渡の内容が分かるもの」の添付をお願いします。

② 振込指定口座の登録が必要な場合は、承継会社Ｙ社が権利義務の承継日付以降に、「振込指定

口座番号登録申請書」（様式１１－２）を提出してください。

③ 研究体制スキームに変更がある場合は、承継会社Ｙ社が権利義務の承継日付で、計画変更申

請を行ってください。

（Ｙ社に 

事業譲渡) 

部門Ｐ 

部門Ｑ 

Ｘ社 

部門Ｐ 

Ｘ社 

部門Ｑ 

Ｙ社 

Ｘ社 

（旧Ｘ社） 

（旧Ｙ社） 
Ｙ社 

新Ｙ社 

（合併） 

（Ｙ社が存続会社） 

● 助成事業

● 助成事業
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Ⅴ． 機械装置等費 

Ⅵ． 労務費 

Ⅶ． その他経費 

Ⅷ． 委託費・共同研究費 

Ⅸ． 検査 

Ⅹ． 助成金の支払 

ⅩⅠ． 研究成果の発信 

ⅩⅡ． プロジェクトマネジメントシステムの概要とユーザー登録 

ⅩⅢ． 助成事業終了後の手続等 

ⅩⅣ． 交付規程 

ⅩⅤ． 様式 

Ⅰ． 課題設定型産業技術開発費助成事業の概要 

Ⅱ． 交付申請に関する事務手続 

Ⅲ． 事業内容の変更に関する事務手続 

ⅣⅣ． 経経理理処処理理ににつついいてて 

１． 経費計上の費目 Ｐ．４２ 

２． 経費計上の注意点  Ｐ．４２ 

３． 経理処理に当たっての注意点  Ｐ．４５ 

４． 消費税等の処理  Ｐ．４９ 

５． 外注・物品等の調達を行う場合  Ｐ．５０ 

６． 自社調達を行う場合  Ｐ．５１
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＜参考例＞ 

代表者等の変更通知書 

２０  年  月  日 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○部長 殿

住 所 東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名 称 株式会社 ○○○○ 

氏 名 ○○部長 ○○ ○○ 

（主任研究者） 

下記のとおり代表者等を変更したので、通知します。 

記 

１．変更内容 

【代表者変更の場合】 

（新） 代表取締役社長  ○○ ○○ 

（旧） 代表取締役社長  ○○ ○○ 

【住所変更の場合】 

（新） 東京都港区虎ノ門２丁目○番○号 

（旧） 東京都港区六本木１丁目○番○号 

【社名変更の場合】 

（新） ○○○商事株式会社 

（旧） 株式会社○○○商事 

２．変更した日 

２０○○年○○月○○日 

事業番号 ○○○○○○○○－○
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